
平成 30 年度厚生労働行政推進調査事業補助金 

政策科学総合研究事業（政策科学推進事業） 

 

「診断群分類を用いた急性期等の入院医療の評価とデータベース利活用に関する研究」 

分担研究報告書 
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研究目的： 予定していない再入院を避けることは医療の質の改善の目標の一つである。30 日

以内の短期間で再入院する原因として急性疾患が治療が不十分、慢性疾患の悪化、新規に

発生した合併症などがある。本研究の目的は DPC/PDPS のデータベースを利用して、集中治

療を行う上で我が国の患者の背景因子、診療行為、死亡率などのアウトカムを把握すること、ま

た予定外の再入院に関連する因子を同定することである。 

分析方法： DPC/PDPS のデータベースを用いて、2012 年 4 月から 2014 年 3 月に ICU に入

室したすべての患者で生存退院した患者を Inclusion した。ICU 入室は集中治療加算を算定し

た患者から抽出した。内科患者、外科患者は背景因子やアウトカムが大きく異なることが知られ

ており、別々に解析を行った。プライマリーアウトカムは 30 日以内の計画的でない再入院率と

し、ロジステック回帰分析から再入院率に関連する因子を同定した。 

結果：  研究期間 2 年間のうち、502 病院に約 56 万人の患者が ICU に入室し、486,651 人が

生存退院した。そのうち内科系の患者は 147,423 人で、手術を施行した外科系の患者は

339,228 人であった。30 日以内の計画的でない再入院は内科系で 3.7%、外科系で 3.4%であっ

た。ロジステック回帰分析で内科系、外科系に共通していた主な早期の再入院率を増加させる

危険因子として、長期の病院日数、高齢者福祉施設への退院、赤血球輸血、透析の使用、低

用量ステロイドの使用が同定された 

考察及び結語： DPC/PDPS を使用した大規模研究において、ICU を生存退院した患者の早

期の予定のない再入院は3.4%であり、再入院に関連のあるリスク因子は長期の病院日数、高齢

者福祉施設への退院、赤血球輸血、透析の使用、低用量ステロイドの使用であった。本研究で

同定されたリスク因子について、早期の予定していない再入院を減らすためにさらなる研究が

必要である。 
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Ａ．研究目的 

予定していない再入院を避けることは医

療の質の改善の目標の一つである。30日以

内の短期間で再入院する原因として急性疾

患が治療が不十分、慢性疾患の悪化、新規に

発生した合併症、もしくは外来と入院のギ

ャップの存在などがある。これらの原因に

ついて検討を行うことは医療の質を向上さ

せるためには欠かせない課題である。 

我が国の集中治療室 Intensive care 

unit (ICU) の 認定基準では、ICU 専従の

医師が常時いることを定めているが、過去

の調査において医師がいない時間が存在す

ることや、ICU 専門医がいない施設が多数

存在することも明らかになっている。また

ICU の退室についても主治医が主観的な判

断に基づいて決定している。ICUに入室する

患者は重症であり再入院のハイリスク群で

あるため、ICUに入室した患者の再入院につ

いて評価することは非常に意義が大きい。

しかし、生存退院後の予期しない早期の再

入院についての研究はほとんど存在しない。

本研究の目的は DPC/PDPS のデータベース

を利用して、集中治療を行う上で我が国の

患者の背景因子、診療行為、死亡率などのア

ウトカムを把握すること、また予定外の再

入院に関連する因子を同定することである。 

Ｂ．研究方法 

DPC/PDPSのデータベースを用いて、2012

年 4月から 2014年 3月に ICUに入室したす

べ て の 患 者 で 生 存 退 院 し た 患 者 を

Inclusionした。ICU入室は集中治療加算を

算定した患者から抽出した。内科患者、外科

患者は背景因子やアウトカムが大きく異な

ることが知られており、別々に解析を行っ

た。18 歳以下、死亡退院、欠損データ、入

院期間が 365 日以上は除外した。医療行為

として、人工呼吸の有無と期間、腎代替療法

の有無と期間、輸血製剤の使用と種類、昇圧

剤の使用と種類、抗菌薬の使用について抽

出した。プライマリーアウトカムは 30日以

内の計画的でない再入院率とし、ロジステ

ック回帰分析から再入院率に関連する因子

を同定した。本研究は東京医科歯科大学の

倫理委員会の承認を得た。 

Ｃ． 結果 

研究期間 2 年間のうち、502 病院に約 56

万人の患者が ICU に入室し、486,651 人が

生存退院した。そのうち内科系の患者は

147,423人で、手術を施行した外科系の患者

は 339,228人であった。30日以内の計画的

でない再入院は内科系で 3.7%、外科系で

3.4%であった。内科系患者の平均年齢は

69.7±14.4 歳、外科系患者では 68.2±14.3

歳、男女比は内科系患者で 63:36、外科系で

60:40であった。 

ロジステック回帰分析で内科系、外科系に

共通していた主な早期の再入院率を増加さ

せる危険因子として、長期の病院日数、高齢

者福祉施設への退院、赤血球輸血、透析の使

用、低用量ステロイドの使用が同定された 

(Table 参照)。 

Ｄ．考察 

近年、退院後の早期の再入院は集中治療

領域においても重要なテーマとなってきて

いる。なぜならば、再入院は患者の生活の

質、合併症や死亡率に至るまで大きな影響

を与えるからである。さらに退院後に発生

する早期の再入院は急性期の治療が不十分

であったケース、もしくは外来と入院の治

療のギャップなどから生じるとされており、
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原因について検討を行うことは必要不可欠

である。 

本研究における日本の集中治療に入室後

生存退院した患者の再入院率は 3.6％であ

り、米国の再入院率は 20%前後と報告されて

おり、大きく解離している。この大きな差の

原因の一つとして在院日数が挙げられる。

本研究における平均在院日数は 30 日前後

であり、米国の約 2 倍である。このため、

日本では新規の合併症が起きても在院中に

発生するため、早期の再入院数としてカウ

ントされていない可能性が考えられる。 

内科と外科患者に分けて検討したところ、

外科患者の再入院率が内科より低かった。

外科患者は内科患者と比べて退院後のフォ

ローがしっかりなされていることが多く、

そのことが早期の緊急再入院率を下げてい

る可能性が考えられる。 

本研究におけるロジステック回帰分析の

結果から、病院の質に介入できる因子も同

定された意義は大きいと考える。例えば、赤

血球輸血は病院死亡率を悪化させる因子と

して複数の論文で報告されており、病院の

中で赤血球輸血をできるだけ減らすような

マニュアルを作成することで医療の質を改

善することに貢献できる可能性がある。 

本研究の Limitation として日本の

DPC/PDPS研究では、退院後死亡した人や他

の病院に入院した人をカウントできない、

ICUでよく使用される重症度スコア（APACHE 

II, SOFA, SAPSなど）を使用できないとい

うことが挙げられる。 

Ｅ．結論 

DPC/PDPSを使用した大規模研究において、

ICU を生存退院した患者の早期の予定のな

い再入院は 3.4%であり、再入院に関連のあ

るリスク因子は長期の病院日数、高齢者福

祉施設への退院、赤血球輸血、透析の使用、

低用量ステロイドの使用であった。本研究

で同定されたリスク因子について、早期の

予定していない再入院を減らすためにさら

なる研究が必要である。 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

Ｇ．研究発表 

特になし。 

167



 

168




